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筒井（2010）があげられる。European Commission(2012)は、欧州委員会が 3 年に一度行っている
「高齢化白書（Aging Report）」であり、2001 年以降、2006 年、2009 年に公表され、最新のもの
が European Commission(2012)で 4 回目の調査報告となる。年金、医療、介護、雇用保険、教育の
５つの分野の政府支出を「年齢関係支出」（Age-related Expenditure）とみなし、28か国を対象に長
期にわたる将来支出を推定している。教育支出関係は、European Commission(2012)の第 5 章で議
論されている。加盟国別・年齢別・教育段階別に、就学率やクラス規模、教職員人件費等の傾向
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（Ⅰ）小学校  
小学校における本務教員の平均勤続年数を 47 都道府県別にみた過去 18 年間の動きは、図表 1 の
とおりである。 
 








① 平均勤続年数が、すでにピークを越え（カーブは山型）、かつ 2010年の値が 1992 年の値を下
回る傾向にある地域。 

























④ 1992年から 2010年の 18年間の平均勤続年数の平均値で、2010 年以降も変化しないとする。 
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（Ⅱ）中学校 
中学校における本務教員の平均勤続年数を 47 都道府県別にみた過去 18 年間の動きは、図表 3
のとおりである。 
 






図表 3 から、平均勤続年数の推移傾向について、大きく以下の 3 つのグループに分類すること
ができる2。 
 





















③ 1992年から 2010 年の 18年間の平均勤続年数の平均値で、2010 年以降も変化しないとする。 
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（Ⅲ）高等学校 
高等学校における本務教員の平均勤続年数を 47 都道府県別にみた過去 18 年間の動きは、図表
5のとおりである。 
 





図表 5 から、平均勤続年数の推移傾向について、大きく以下の 4 つのグループに分類すること
ができる3。 
 


























以上の方法を用いて、2040 年（平成 52 年）までシミュレーションする。その結果、将来の都
道府県別の勤続年数は、若返り効果を踏まえた形として、図表 6のように推定された。 
 
















１歳分を 0.5×2区分とすると、6-11（6年分＝0.5×12 区分）歳にあたる分は、=6(6.0-6.5, 6.5-7.0), 
7(7.0-7.5, 7.5-8.0), 8(8.0-8.5, 8.5-9.0), 9(9.0-9.5, 9.5-10.0), 10(10.0-10.5, 10.5-11.0), 11(11.0-11.5, 
11.5-12.0)となる。したがって、6.5-11.5（同じく 6年分＝0.5×12区分）歳分は、上の区切りを一つ
右にずらすイメージとして、「6.5-7.0, 7.0-7.5, 7.5-8.0, 8.0-8.5, 8.5-9.0, 9.0-9.5, 9.5-10.0, 10.0-10.5, 
10.5-11.0, 11.0-11.5, 11.5-12.0 ,12.0-12.5 」となるため、6.5 歳から勘定すると、小学校 6年分考慮す
るためには、6.5, 7.0, 7.5, 8.0, 8.5, 9.0, 9.5, 10.0, 10.5, 11.0, 11.5, 12.0歳の年齢の学生数をとらえる必
要がある。 
一方で、国立社会保障・人口問題研究所(2013)が発表する「日本の地域別将来人口」においては、
小学生人口の推定に用いる人口として、5-9 歳および 10-14 歳の人口が推定されている。そこで、
これらの階級の間の年齢別人口比は一定であると仮定し、5-9 歳の 7/10 と 10-14 歳の 5/10 を小学
生人口として定義する。 




図表 7 小学生の将来人口 
 





































ln(平均給与) = 𝛼𝑖𝑗 + 𝛽1 ln(勤続年数) + 𝛽2財政力指数+ 𝑢𝑖𝑗 







与、クラス規模、学校規模を説明変数とした回帰式を想定し、それぞれモデル A・モデル B とす
る。 
 
ln(人件費 児童𝑜𝑟生徒数⁄ ) = 𝛼𝑖 + 𝛽1 ln(平均給与) + 𝛽2 ln(児童𝑜𝑟生徒数 クラス数⁄ ) + 𝑢𝑖  (A)  
 
ln(人件費 児童・生徒数⁄ ) = 𝛼𝑖 + 𝛽1 ln(平均給与) + 𝛽2 ln(児童𝑜𝑟生徒数 クラス数⁄ )    























図表 10 平均給与回帰式の推定結果（小学校） 
 
 

























F test (pooled vs FE)
B-P LM test (pooled vs RE)











平均給与（対数） 0.478 *** 0.349 ***
(0.160) (0.124)



















ここまで、第 3 章第 1 節で得られた将来平均勤続年数を用いて平均給与の回帰式を推定し（ス
テップ①）、2010 年の都道府県別データを対象に、児童当たり人件費を平均給与、クラス規模お
よび学校規模で回帰し、教員の若返り効果と規模の経済性の効果を確認した（ステップ②）。次に、















図表 12 児童当たり人件費の将来推定（小学校／モデル(A)） 
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F test (pooled vs FE)
B-P LM test (pooled vs RE)
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平均給与（対数） 0.428 *** 0.288 ***
(0.058) (0.141)
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図表 18 平均給与回帰式の推定結果（高等学校） 
 
 
























F test (pooled vs FE)
B-P LM test (pooled vs RE)











平均給与（対数） 0.619 *** 0.666 ***
(0.178) (0.164)
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図表 21 生徒当たり人件費の将来推定 （高等学校／モデル(B)） 
 
（出所）ともに筆者作成 
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差の拡大は、まず小学校において 2015 年度から安定し、その後、中学校が 2025 年度から、高等
学校が 2030 年度から安定することが読み取れる。教育段階の比較では、2015 年度では、小学校
の格差が最も大きいが、その後は、中学校での格差が最も大きくなることが分かる。 
 






順位 県名 額 県名 額 県名 額 県名 額 県名 額 県名 額
1 鳥取 2,662,025 鳥取 3,085,210 鳥取 2,725,600 鳥取 3,468,247 鳥取 3,228,275 高知 4,548,630
2 島根 2,493,824 島根 2,881,881 島根 2,555,428 島根 3,246,063 高知 3,146,750 鳥取 4,409,458
3 高知 2,405,259 高知 2,877,892 徳島 2,434,166 高知 3,189,797 島根 2,737,065 島根 3,665,700
4 徳島 2,270,308 徳島 2,723,462 高知 2,413,206 徳島 3,173,310 福井 2,316,974 徳島 3,156,959
5 秋田 2,183,908 秋田 2,720,988 秋田 2,140,668 秋田 2,999,114 徳島 2,226,262 和歌山 3,090,504
6 山梨 2,130,819 山梨 2,451,533 佐賀 2,109,650 山梨 2,666,020 香川 2,221,564 福井 3,088,596
7 福井 2,069,754 和歌山 2,413,573 山梨 2,101,853 香川 2,582,343 山梨 2,158,050 山梨 3,018,487
8 和歌山 1,999,530 福井 2,383,087 香川 2,057,797 佐賀 2,579,076 佐賀 2,153,675 香川 2,995,298
9 佐賀 1,911,943 青森 2,251,649 福井 1,945,299 和歌山 2,558,209 和歌山 2,094,667 秋田 2,872,426
10 香川 1,863,245 香川 2,132,510 和歌山 1,920,100 福井 2,440,586 宮崎 1,980,443 佐賀 2,826,596
38 静岡 735,888 静岡 854,973 静岡 736,856 静岡 926,297 静岡 829,851 静岡 1,087,758
39 北海道 675,813 北海道 837,462 北海道 676,516 北海道 913,249 福岡 727,219 北海道 917,632
4 0 福岡 571,504 兵庫 660,519 福岡 634,144 福岡 769,617 北海道 639,922 福岡 908,307
4 1 兵庫 560,281 福岡 651,902 兵庫 558,728 兵庫 699,444 千葉 617,519 兵庫 792,791
4 2 千葉 511,178 千葉 602,065 千葉 554,686 千葉 686,573 兵庫 613,358 千葉 754,278
4 3 埼玉 470,149 埼玉 546,448 埼玉 496,723 埼玉 605,172 神奈川 535,674 大阪 668,974
4 4 愛知 421,075 大阪 489,124 愛知 451,580 大阪 561,752 埼玉 534,603 埼玉 658,018
4 5 大阪 411,118 愛知 472,257 大阪 442,906 愛知 535,765 東京 508,740 神奈川 653,095
4 6 神奈川 392,865 神奈川 452,867 神奈川 421,352 神奈川 516,262 大阪 508,174 東京 608,798
4 7 東京 349,106 東京 409,740 東京 349,579 東京 424,767 愛知 484,890 愛知 592,663
小学校 中学校 高等学校
2020 204 0 2020 204 0 2020 204 0
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Estimating the future local public school expenditures in Japan 
– the impacts of scale diseconomies and the change in faculty age structure - 
 
Nobuo AKAI† and Miki SUHARA‡ 
 
Decrease in the future number of students due to the low birth rate could affect public educational 
expenditures in Japan? Is there any regional difference? This paper simulates the future amount of local 
public primary, junior high, and high school expenditures in each Japanese prefecture. More specifically, 
we focus on faculty costs which consist of quite a large share of school expenditures. We examine the effect 
of economies of scale through the change in class/school size, and the impact of the shift in the faculty age 
distribution on the future faculty costs per student. We also investigate regional disparities concerning the 
future fiscal burden. 
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